
人事委員会議事録（第1780回） 
 

 

１ 開催日時 

    令和８年８月１８日（火）10：00～11:45 

 

２ 開催場所 

    ３委員会第２会議室 

 

３ 会議に出席した者 

    委   員   大久保 和 代 委員長 

長 尾   真 委 員 

中 上 幹 雄 委 員 

    事務局職員   三 宅 ゆかり 事務局長 

            北   守 人 任用給与課長 

            川 﨑 勝 之 任用給与課副課長 

 

 

開 会 

 

 

第１号議案 

 議事録の承認を求める件（第 1779回） 

 

人事委員会議事録（第 1779回）について、審議の結果、原案どおり承認した。 

 

 

第２号議案 

審査請求の裁決の件（令和７年(不)第３号事案） 
  

任用給与課長が、令和７年７月 28日付け審査請求（令和７年（不）第３号事案）の裁決

書（案）を説明し、審議の結果、原案どおり裁決した。 

 

 

第３号議案 

事務系職種（大卒程度・通常枠）採用試験最終合格者決定の件 

任用給与課長が、標記試験の実施状況、合格基準及び合格発表日（８月 20日）等を説明

した後、同試験の合格者（案）を諮り、審議の結果、原案どおり決定した。 

 

 

第４号議案 

 採用選考試験（第１回）最終合格者決定の件 

 

任用給与課長が、標記試験の実施状況、合格基準及び合格発表日（８月 20日）等を説明

した後、同試験の合格者（案）を諮り、審議の結果、原案どおり決定した。 

 



 

第５号議案 

 事務系職種（経験者）採用試験実施要綱決定の件 
 
 任用給与課長が標記要綱（案）を説明し、審議の結果、原案どおり決定した。 
 
（委員） 
  １次試験のSPI３は、今年度から全国のテストセンターで受検可能とのことだが、各都 
道府県に会場があるのか。 

（事務局） 
  常設会場として全国に７会場設置されており、近畿では大阪に会場がある。また、環 
境が整っていれば、自宅でも受検可能である。経験者区分の受験者は、働きながら転職 
活動をされる方が多いので、利便性を考慮し、今年度からテストセンター方式に変更し 
たところである。 

（委員） 
  自宅でも受検可能とのことだが、不正対策はどのようにしているのか。 
（事務局） 
  委託先の事業者がカメラを使用し、有人で監督を行っている。受検前に、身分証によ 
る本人確認、持ち物検査、周囲の状況など様々な確認を行っているほか、試験時間中も 
定期的に受検生の動向をチェックしており、不正が確認された場合は委託元に報告され 
る仕組みになっている。 

（委員） 
  １次試験の合格発表日が10月下旬となっているが、具体的な日程は受験者に伝えない 
のか。 

（事務局） 
  試験申込期間終了後に、申込者全員に具体的な合格発表日を通知することにしている。 

 
 

第６号議案 

 技術系職種（大卒程度・経験者）採用試験（秋日程）実施要綱決定の件 
 
 任用給与課長が標記要綱（案）を説明し、審議の結果、原案どおり決定した。 
 
 
第７号議案 
 障害のある人を対象とする職員採用選考試験実施要綱決定の件 
 
 任用給与課長が、標記要綱（案）を説明し、審議の結果、原案どおり決定した。 
 

 
第８号議案 
 専決処分をしたものにつき承認を求める件－採用選考並びに職務の級及び号給決定の件
－ 
 
 任用給与課長が、令和８年８月６日付けで委員長が行った採用選考に関する専決処分に
ついて報告し、審議の結果、原案どおり承認した。 
 
 
 



報告事項１ 
 人事院勧告 

 
 任用給与課長が、令和８年８月７日に行われた令和８年人事院勧告の概要を報告した。 
 
（委員） 
  「民間企業との人材獲得競争で見劣りしない給与水準に」とのこと、どのような民間  
企業を念頭に置いているのか。 

（事務局） 
  国がどのような企業規模、役職段階を念頭に置いて本府省幹部職員等の給与水準を決 
定するかについては、今後検討が進められるものと考える。 

（委員） 
  民間企業の給与水準を念頭に置いて給与水準を考えると経費が掛かってくるが、どの 
ように考えるか。 

（事務局） 
  人材確保の観点からも民間との給与較差の是正は必要と考える。 
（委員） 
  公務員の年金は民間企業と比べてどうか。 
（事務局） 
  いわゆる３階部分の職域加算は制度改正で廃止されており、現在は民間企業の会社員 
と基本的に同じ仕組みになっている。 

（委員） 
  国会対応等の負担に見合わない給料水準で、国家公務員が学生から敬遠されているよ 
うな話も耳にするが県はどうか。 

（事務局） 
  部署や業務の繁閑によるが、働き方改革を進めており、相対的に学生から敬遠される  

状況ではないと考える。 
（委員） 
  今後は有給休暇ではなく無給休暇が一般化していくのか。 
（事務局） 
  有給休暇が足りなくなった場合のセーフティネットの趣旨での無給休暇の新設で、休 
暇の取得事由を問わないため、働きやすい環境整備の一助となると考える。 

 
 
報告事項２ 
 任命権者が行った処分 
 
 任用給与課長が、知事、教育委員会及び警察本部長が行った12件の懲戒処分及び分限処
分について、内容及び理由を説明した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

閉 会 
 


